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特集２

問▶財政課（☎〈71〉2275）

新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言の発令
等により、社会経済活動の大幅な制限を余儀なくされた令
和２年度。市は、感染症対策・雇用対策・経済支援に主眼
を置いた様々なコロナ対策を緊急かつ迅速に実施し、市民
生活や地域経済の下支えに全力を挙げてきました。基金の
活用等により、名鉄新安城駅舎の改修や北部学校給食共同
調理場の整備等の大型事業についても予定どおり実施。こ
の緊急事態においても堅実な行財政運営を堅持しました。

財 政 公 表
令和2年度の決算の概要や市の財政状況をお知らせします。

一般会計とは、福祉や教育、道路整備等、行政
の基本的な事業を行うための会計のことです。
令和２年度は、歳入８６1億円余（前年度比12．5％
増）、歳出８０7億円余（同1３．４％増）といずれも過
去最高額となり、収支は5４億円余の黒字となり
ました。

一般会計

令和2年度決算
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歳入・歳出の推移

歳入・歳出ともに過去最高額に。
収支は５４億円の黒字になりました

コロナ禍にあっても健全財政を維持

安城市の
お財布の中身を
見ていこう！

市税
395億4482万円
（－0.8%）

国庫支出金
105億6273万円
（＋15.8%）

諸収入 87億5346万円
（＋195.0%）

繰入金 69億1738万円
（＋213.8%）

繰越金 54億3079万円
（－26.4%）

県支出金 44億394万円
（＋11.7%）

地方消費税交付金 42億8198万円
（＋21.0%）

その他 62億6539万円
（－0.3%）

民生費
248億6157万円
（＋5.4%）

総務費
158億4475万円
（＋110.5%）

教育費
120億9247万円
（－13.3%）

土木費
117億8554万円
（＋15.1%）

衛生費 75億4364万円
（＋26.6%）

公債費 29億6810万円（－1.7%）
消防費 20億3483万円（－1.1%）
商工費 17億5750万円（－17.4%）

農林水産業費 13億2008万円（－41.6%）
その他 4億9532万円（－7.1%）

構成比

構成比 歳入から歳出を引いた額
54億5669万円（＋13.4%）
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８６１億６０４９万円
前年度比９５億４９７８万円増

（+１２.５％）

歳入総額

８０７億３８０万円
前年度比９５億２３８８万円増

（+１３.４％）

歳出総額

事業名称 事業費 税からの
充当額

都
市
計
画
税

公園整備	
事業 ３６６８万円 1８００万円

下水道事業 ６９９３万円 5８０万円

内水対策	
事業 ３億３３６5万円 1８９０万円

市街地	 	
開発事業 ２７億８４８６万円 ４億８４７０万円

公債費 ２３億７９３７万円 1９億８４5０万円

計 5６億４４９万円 ２5億11９０万円

入
湯
税
観光振興	
事業 ３３1８万円 1０1万円

●市税の一部の使い道

（　）内は前年度比

安城市の
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令和２年６月～12月分の小中学
生の給食費を無償としました。
（事業費４億77６5万円）

学校給食費を無償化 ３～５歳児の給食費を給付

３・４・５歳児１人につき、
２万5０００円を支給しました。
（事業費１億３92０万円）

児童生徒生活支援金を給付
就学援助受給世帯のうち、国の給付金の
対象とならない二人親家庭の児童生徒１
人につき、３万円を支給しました。
（事業費1４91万円）

中小企業者に支援金を給付
売上が減少した中小企業等に対し、1０万
円を支給しました。（事業費２億８2４３万円）

水道基本料金を無償化
家計・事業負担軽減を目的として、令和２年６月
～９月分の基本料金を無償としました。
（事業費２億６9０３万円）

緊急奨学支援金を給付
大学生等のいる収入が大きく減少した世帯に、15
万円を支給しました。（事業費６３9０万円）

名鉄新安城駅の駅舎改修 北部学校給食共同調理場の移転整備

スポーツセンターの改修 陸上競技場の改修

民生費
医療・福祉・
子育て支援等

総務費
基金への積立、
庁舎の財産管理等

教育費
学校・社会教育、
スポーツ振興等

土木費
道路や

公園等の整備

衛生費
保健衛生、
生ごみ処理等

その他 支出合計

1３万９３５円 ８万３４４８円 ６万３６８６円 ６万２０６９円 ３万９７２９円 ４万５1６５円 ４２万５０３２円

●市の支出を市民一人当たりに換算すると

市民１人当たりの市の貯金残高　１１万７８６７円 市民１人当たりの市の借金残高　１０万２４８２円

※令和３年３月３1日現在の人口1８万９８７７人で算出。

令和2年度に取り組んだ主な事業

新型コロナウイルス感染症対策事業

その他の主な事業

様々なコロナ
対策事業を
実施しました

安城プレミアムお買物券を発行
市内飲食店・小売店
の支援、消費喚起、
景気の底上げを図る
ことを目的として発
行しました。
（事業費２億5００万円）
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令和３年度上半期・予算執行状況

特別会計とは、保険料や使用料等、事業内の独自の収入で運営している会計のことです。

公営企業会計とは、地方公共団体が経営する企業の会計を指し
ます。安城市では、水道事業、下水道事業が該当し、決算額は
下記のとおりとなりました。

会計名（事業） 歳入 歳出 差引
国民健康保険 151億４７９３万円 1３5億８９３４万円 15億5８5９万円
土地取得 1４６万円 ９1万円 55万円
有料駐車場 5億1４２６万円 1億６９８９万円 ３億４４３７万円
安城桜井駅周辺特定土地区画整理 1７億1７７４万円 1６億４３5８万円 ７４1６万円
介護保険 1０９億９０６３万円 1０1億８5４８万円 ８億515万円
後期高齢者医療 ２３億1６1７万円 ２２億９０5９万円 ２55８万円
特別定額給付金給付 1９1億２９８７万円 1９1億２９８７万円 ０円

公有財産

土地 ２６８万1３９０㎡

建物（延べ面積） 5４万55００㎡

有価証券 ３２７０万円

特別会計

資 産公営企業会計

会計名 区分 決算額 主な内容

水道事業

収益的収入 ３5億３３６６万円 水道使用料
収益的支出 ２９億４７０６万円 県水受水費
資本的収入 ４億1３６０万円 工事負担金
資本的支出 1７億９３２5万円 建設改良費

下水道事業

収益的収入 ３０億６６２5万円 下水道使用料
収益的支出 ２９億８1２３万円 維持管理負担金
資本的収入 1７億２15６万円 一般会計出資金
資本的支出 ２９億８６０８万円 建設改良費

款別 予算額 収入済額 収入率
市税 ３６０億5３８７万円 ２1６億55４5万円 ６０.1％
国庫支出金 1００億３３８８万円 ３４億４６８７万円 ３４.４％
県支出金 ４３億９９３5万円 5億９０００万円 1３.４％

地方消費税
交付金 ４２億円 ２４億６９51万円 5８.８％

繰入金 ３６億６８２８万円 ０円 ０％
諸収入 ３３億９1６６万円 ６億5００1万円 1９.２％
繰越金 ２5億３６15万円 5４億5６６９万円 ２15.２％
市債 ２1億８２８０万円 ０円 ０％

使用料及び
手数料 ９億5６5３万円 ４億８７７３万円 51.０％

その他 ３２億８11９万円 1７億２７４２万円 5２.６％
計 ７０７億３７1万円 ３６４億８３６８万円 51.６％

一般会計〈歳入〉

款別 予算額 支出済額 支出率
民生費 ２７６億３２７３万円 1０８億４２８5万円 ３９.２％
教育費 1０９億1７９７万円 ４３億７３８5万円 ４０.1％
土木費 ９６億２３４２万円 ３２億８5４万円 ３３.３％
衛生費 ７5億４６６1万円 ２２億９３４5万円 ３０.４％
総務費 ６1億６1０万円 ２1億３６２万円 ３４.5％
公債費 ３1億４９７5万円 15億６４３３万円 ４９.７％
消防費 ２1億４３７万円 ８億４３４３万円 ４０.1％
商工費 15億４０３０万円 ７億９００６万円 51.３％
農林水産業費 1４億5７４1万円 ６億5６０２万円 ４5.０％
議会費 ４億11３３万円 ２億３２5７万円 5６.5％
労働費 1億1３７２万円 ３８７４万円 ３４.1％
その他 1億円 ０円 ０％

計 ７０７億３７1万円 ２６９億４７４６万円 ３８.1％

一般会計〈歳出〉

特別定額給付金給
付事業を除く６つ
の特別会計は、い
ずれも黒字でした
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自治体の財政状況を判断する健全化判断比率は良好で、健全財政を維持して
います。しかし、新型コロナウイルス感染症による社会情勢の変化への対応
や、医療・介護等の社会保障、公共施設の改修費等、様々な支出の増加が予
想されます。限られたお金の使い方と集め方の見直しをより一層進めます。

今後の取組み

適切な資産管理・運用
公共施設等の資産の適切な維持保全
と財政負担の軽減の両立を図ります。

◀	各指標が早期
健全化基準を
上回ると、財
政健全化への
取組みが必要
になります。

自主財源の確保
市税等の収納率の向上を図るとともに、
広告収入等の自主財源確保を進めます。

事業の選択と集中
経常経費の節減、合理化・効率化に
徹底的に取り組みます。

問▶財政課（☎〈71〉2275）

会計名（事業） 予算現額 収入済額 支出済額

国民健康
保険 1３７億７1４７万円 ６３億３４７万円 ６０億1４5６万円

土地取得 1００万円 55万円 ０円

有料駐車場 ２億３２００万円 ４億３８1８万円 5０４２万円

安城桜井駅
周辺特定土
地区画整理

1３億６３００万円 ３億555４万円 5億３０９４万円

介護保険 11０億８００万円 ４９億55４３万円 ４４億７８８４万円

後期高齢者
医療 ２４億４３００万円 ９億1７９万円 ４億３４1０万円

計 ２８８億1８４７万円 1２９億5４９６万円 115億８８６万円

特別会計

指標 早期健全化基準 安城市
実質赤字比率（一般会計等の赤字の割合） 11.３８％ 赤字なし（－１０.２１％）
連結実質赤字比率（３会計を合わせた赤字の割合） 1６.３８％ 赤字なし（－２７.９３％）
実質公債費比率（年間の借金返済額の割合） ２5.０％ ０.２％
将来負担比率（将来の負担となる借金の割合） ３5０.０％ ー（－6２.８％）

会計 金額 前年度比

市債残高
（市の借金）

一般会計 1９４億5８９４万円 +２４４９万円
特別会計 5億８1９７万円 －２億1７７６万円
企業会計 1６０億９２5３万円 －９３万円

基金残高
（市の貯金）

一般会計 ２２３億８０３1万円 －1９億5０４２万円
特別会計 ４６億４０万円 +４８5０万円

行政サービスにかか
るお金を市税等で賄
える割合（指数が１
を超えるほど自主財
源の割合が高い）

借金返済等が市税等の定
期的な収入に占める割合
（比率が高いほど自由に
使えるお金が少ない）

経常収支比率
７９.３％

（全国市町村平均９３.1%）

財政力指数
１.２５

●市の借金と貯金残高

●健全化判断比率

公営企業会計

会計名 区分 予算現額 執行済額

水道
事業

収益的収入 ３３億２４００万円 15億７３5３万円

収益的支出 ３２億３７００万円 ７億６６1８万円

資本的収入 ４億円 ４5４０万円

資本的支出 1８億３７００万円 ３億９０２万円

下水道
事業

収益的収入 ３1億８８００万円 15億２７11万円

収益的支出 ３1億３００万円 ６億1００２万円

資本的収入 1６億６３００万円 ４億６15万円

資本的支出 ２９億5４００万円 11億２２６８万円

収益的収支：経営活動により発生する収入・支出
資本的収支：施設を建設・整備するための収入・支出

財政の現状と
これから

安城市は、今後
も健全財政の維
持に努めます
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